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１．１６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
(1) 連結経営成績                                                             （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
 

１６年３月期 
１５年３月期 

         百万円      ％ 
    151,517 （   0.7 ） 
    150,508 （△ 1.1 ） 

         百万円       ％ 
     11,275 （    7.2 ） 
     10,518 （△  9.6 ） 

        百万円       ％ 
    11,890 （   13.1 ） 
    10,512 （△  9.2 ） 

 
              

             
1 株当たり 

当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 
 
１６年３月期 
１５年３月期 

       百万円       ％ 
  6,099 （    9.9 ） 
  5,547 （△ 14.0 ） 

 円  銭 
 36  05 
 32  74 

     円   銭 
    34  42 
    30  90 

      ％ 
   4.2 
   4.1 

     ％ 
   3.8 
   3.4 

      ％ 
   7.8 
   7.0 

 (注)①持分法投資損益        16 年 3 月期      593 百万円   15 年 3 月期       37 百万円 
      ②期中平均株式数(連結)  16 年 3 月期 167,940,722 株   15 年 3 月期 168,056,908 株 
      ③会計処理の方法の変更    無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 連結財政状態 

 総    資    産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
１６年３月期 
１５年３月期 

百万円 
     328,203 
     300,736 

百万円 
     157,189 
     134,948 

             ％ 
       47.9 
       44.9 

         円   銭 
       935   80 
       803   22 

  (注)期末発行済株式数(連結)  16 年 3 月期 167,924,794 株  15 年 3 月期 167,952,758 株 
 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高          
 
１６年３月期 
１５年３月期 

百万円 
       9,851 
      14,218 

百万円 
    △ 11,884 
    △ 16,622 

百万円 
   △  2,000 
   △ 12,657 

百万円 
     34,228 
     38,270 

 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項  
   連結子会社数 19 社  持分法適用非連結子会社数 9 社  持分法適用関連会社数 3 社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規）-社  （除外）-社    持分法（新規）-社  （除外）-社 
 
２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

  売 上 高      経 常 利 益      当期純利益 
 

中 間 期 
通   期 

百万円 
         75,500 
        153,000 

百万円 
           5,800 
          12,000 

百万円 
       △ 5,700 
       △ 2,100 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  △12 円 51 銭 
※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づき作成したものであり、リスクや不

確定要素を含んでおりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、当期純利益に
ついて赤字が予想されるのは、第１四半期において「固定資産の減損会計の早期適用」及び「賃貸用商業施設の
減価償却方法等の変更」に伴う多額の特別損失の計上が見込まれるためであり、上記予想に関する事項について
は、添付資料の７ページを参照してください。 
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当期純利益 



企 業 集 団 の 状 況 

 
 当社グループは、当社及び子会社４３社、関連会社１６社により構成されており、当社を中心に各社
が相互に連携して「倉庫事業を中核とする物流事業」並びに「ビル賃貸を中心とする不動産事業」を営
んでおりますが、子会社及び関連会社の多くは、当社の物流事業に関連する実作業・実トラック運送や
不動産事業に関連するビル管理実務等を担当しております。 
 当社グループの連結範囲及び持分法の適用については、重要性の判断基準により、連結子会社が１９
社、持分法適用会社が１２社（うち非連結子会社９社、関連会社３社）となっており、このほか持分法
を適用していない会社が２８社（うち非連結子会社１５社、関連会社１３社）あり、これらを「事業の
種類別セグメント」との関連で示せば、次のとおりであります。 
 

得        意        先 
 
 
 

当                 社 
倉庫・港湾運送等の物流事業 

（倉庫・陸上運送・港湾運送・国際運送取扱の各事業） 

不 動 産 事 業 
（不動産賃貸・不動産販売等の事業） 

 
 
連結子会社（１２社） 
  東 北 菱 倉 運 輸          ㈱   神 菱 港 運          ㈱ 
  菱 倉 運 輸          ㈱   内外フォワーディング ㈱ 
  ユ ニ ト ラ ン ス          ㈱   九 州 菱 倉 運 輸          ㈱ 
  京浜内外フォワーディング ㈱   門 菱 港 運          ㈱ 
  中 部 貿 易 倉 庫          ㈱  ＊米 国 三菱倉庫会社           
  旭 菱 倉 庫          ㈱  ＊加 州 三菱倉庫会社           
 

連結子会社（７社） 
  東京ダイヤサービス            ㈱ 
  ダ イ ヤ ビ ル テ ッ ク            ㈱ 
  中 貿 開 発            ㈱ 
  名古屋ダイヤビルテック ㈱ 
  大阪ダイヤビルテック            ㈱ 
  神戸ダイヤサービス            ㈱ 
  神戸ダイヤメンテナンス ㈱ 

持分法適用会社（１２社） 
（うち非連結子会社９社） 
  ダイヤ情報システム ㈱   阪 菱 企 業          ㈱ 
  東 菱 企 業          ㈱   菱 倉 作 業          ㈱ 
  埼 菱 サ ー ビ ス          ㈱   博 菱 港 運          ㈱ 
  金 港 サ ー ビ ス          ㈱  ＊インドネシア三菱倉庫会社 
  名 菱 企 業          ㈱ 
（うち関連会社３社） 
  日本コンテナ・ターミナル ㈱   ㈱ 草 津 倉 庫          
  菱 洋 運 輸          ㈱ 

 

 
持分法を適用していない会社（２５社） 
（うち非連結子会社１３社） 
  埼 菱 企 業          ㈱  ＊上海菱華倉庫運輸有限公司 
  長 門 海 運          ㈱  ＊上海菱運国際貨運有限公司 
  東 和 海 運          ㈱  ＊香 港 三菱倉庫会社           
  内 外 船 舶          ㈱  ＊シンガポール三菱倉庫会社 
  西 邦 海 運          ㈱  ＊ダイヤロジスティックス マレーシア社 
  佐 菱 サ ー ビ ス          ㈱  ＊泰 国 三菱倉庫会社           
               ＊欧 州 三菱倉庫会社           
（うち関連会社１２社） 
  湘 南 企 業          ㈱   ㈱ 平 井 庄 商 店          
  エムエム ターミナル㈱   神 戸 倉 庫          ㈱ 
  第 一 港 運          ㈱  ＊北京環捷物流有限公司            
  福 井 倉 庫          ㈱  ＊上海浦菱運輸倉庫有限公司 
  中 谷 運 輸          ㈱  ＊エムエム ロジスティクス社 
  ㈱ ナカタニクリエイト  ＊エムケー ディストリパーク社 

持分法を適用していない会社（３社） 
（うち非連結子会社２社） 
  デ ィ エ ヌ 建 物 管 理            ㈱ 
  福岡ダイヤサービス            ㈱ 
 
 
 
（うち関連会社１社） 
  ㈱ タ ク ト 

 (注)１．矢印は役務の主要な流れを示す。 
   ２．＊印は在外会社である。 
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経  営  方  針 
 
 
１ 経営の基本方針 
  当社グループの主たる事業は、倉庫事業を中核とする物流事業並びにビル賃貸を中心とする不動
産事業であります。 

  当社は、物流事業については、倉庫事業を中核として陸上運送・国際運送取扱・港湾運送の各事
業を情報通信技術の活用により有機的かつ総合的に運営し、グローバルに高度なロジスティクスサ
ービスを提供することを目指しており、不動産事業については、所有地の立地に適した活用により、
主としてオフィスビル・商業施設の賃貸事業の展開を図っております。 

  これら事業のフェアな遂行を通じて、適正な利潤の確保と安定した成長を図り、株主及び社員に
報いるとともに、豊かな社会の実現に貢献していきたいと考えております。 

  なお、設備投資については、倉庫事業は、施設に多額の投資を必要とし、収益性の向上等により
利益の早期確保に努めるものの事業の性格上その投下資本の回収には相当の期間を必要とし、不動
産事業も、基本的に倉庫事業と同様の性格を有しております。このため、これら設備投資は利益水
準を考慮しつつ中長期的観点から計画的かつ持続的に実施することが必要であり、これにより安定
した経営基盤の確保を図ることができるものと考えております。 

  経営指標については、営業収益と経常利益を主要な目標指標とし、安定した営業収益の確保と経
営の効率化等により、利益の増加と企業価値の向上を目指しております。 

 
２ 利益配分に関する基本方針 
  当社利益の配分に当たっては、経営の基本方針に述べた事業の性格を踏まえ、今後の経営環境の
変化と計画的な事業展開に備えて財務体質の強化にも意を用い、利益配当は、利益水準を考慮した
安定的配当を実施していきたいと考えております。 

  また、内部留保資金は、主として設備投資及び財務構成改善のための借入金返済資金等に充てる
こととしております。 

 
３ 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
  当社は、１単元の株式数を 1,000 株としております。投資単位の引下げについては、個人投資家
の株式市場への参加を促進し、株式市場での流動性を高める有用な施策であると認識しております
が、一方で相当の費用発生も予想されるため、今後の株式市場の動向等を勘案しつつ慎重に対処し
たいと考えております。 

 
４ 対処すべき課題 
  今後の世界経済は、米国及び中国の成長が続き、欧州及びアジアも総じて拡大基調を維持すると
予想されているものの、イラク情勢等先行き不透明な要因もあります。わが国経済は、輸出や民間
設備投資の増加が期待されていますが、円高進行の懸念等もあり本格的回復にはなお時間を要する
ものと思われます。 

  こうした経済情勢にあって、物流業界は輸出入貨物量の増加が予想されるものの国内貨物量の伸
び悩みにより、またビル賃貸業界は供給増加に伴う需給の不均衡により、厳しい状況が続くものと
予想されます。 

  当社は、このような事業環境において、次の対策を重点的に進め、収益及び利益の確保に総力を
結集する所存であります。 
(1) 物流事業では、医薬品や食品等の配送センター業務の拡充、陸上運送体制の強化と情報シス

テムの有効活用による物流一括受託の獲得、中国における営業体制の強化と航空貨物の取扱
増加による国際輸送業務の拡大、コンテナターミナル業務の拡大に努めます。 

(2) 不動産事業では、埼玉・戸田や横浜ポートサイド地区の開発案件の円滑な実施に努めるとと
もに、賃貸施設の計画的なリニューアル等を推進し、テナントの維持・新規獲得に努めます。 

(3) 要員配置や事務・作業の効率化等により、生産性の一層の向上を図ります。 
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５ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、上場企業として社会的使命と責任を果たし、継続的な成長・発展を目指すため、コ

ーポレート・ガバナンスの充実が重要な経営課題であるとの認識に立ち、複数の社外取締役

及び社外監査役の選任等による「取締役会及び監査役会の機能強化」、社員の行動基準の制

定や内部監査体制の充実等による「内部統制システムの整備」、危機管理委員会の設置等に

よる「リスク管理体制の整備」、決算情報開示の早期化等による「ディスクロージャーの充

実」等に努めております。 
(2) 会社の機関の内容 
イ 当社は、監査役制度を採用しており、経営に関する機関として株主総会、取締役会、監査役
会のほか、常務会及び支店長会議を設けております。 

 
《会社の機関等の関連図》 

  常 務 会  支 店 長 会 議   

監 査 役 会       

 

  代表取締役  【本  店】  子 会 社 

株 主 総 会 取 締 役 会  （取締役会長、  監査部、総務部、  （４３社） 

  取締役社長、  広報室、人事部、   

  専務取締役、  経理部、業務部、   

   常務取締役）  情報システム部、   

    工務部、   

    倉庫事業部、   

    港運事業部、   

    国際輸送事業部、   

    国際業務室、   

    不動産事業部   

    【支  店】  関連会社 

    東京支店  （１６社） 

    横浜支店   

    名古屋支店   

    大阪支店   

    神戸支店   

 

 

    福岡支店   

       

ロ 取締役会及び監査役会はそれぞれ原則として毎月１回開催されますが、取締役について、経

済界を代表する３名の社外取締役に就任願い、高い識見と幅広い見地から有益な意見、アド

バイスを受け経営に役立てており、また監査役について、社外監査役２名を含む４名に就任

願い、各監査役は取締役会などの重要な会議に出席するほか、当社の監査及びグループ各社

の調査を積極的に実施し、監査の充実を図っております。なお、激変する事業環境に一層的

確に対応して役員体制を機動的に構成するため、昨年６月に取締役の任期を２年から１年に

短縮しております。 

ハ 常務会は代表取締役（取締役会長、取締役社長、専務取締役及び常務取締役）により構成さ

れ、毎週１回程度開催し、経営に関する重要事項の協議を行っております。 

二 支店長会議は支店長のほか、取締役、監査役及び本店部室長により構成され、毎月１回開催

し、業務遂行状況の報告・確認等を行っております。 
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(3) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係、取引関係等の概要 

槙原取締役（社外取締役）は三菱商事㈱の取締役相談役であり、また内藤監査役（社外監査

役）は同社出身でありますが、同社は当社の主要取引先かつ株主であり、当社も同社の株主で

あります。 

岸取締役（社外取締役）は㈱東京三菱銀行の相談役でありますが、同社は当社の主要取引銀

行かつ株主であり、当社も同社の完全親会社である㈱三菱東京フィナンシャル・グループの株

主であります。 

根本取締役（社外取締役）は日本郵船㈱の名誉会長でありますが、同社は当社の主要取引先

かつ株主であり、当社も同社の株主であります。 

なお、いずれの取引も、それぞれの会社での定型的な取引であり、社外取締役個人が直接利

害関係を有するものではありません。 

(4) 内部統制システムの整備の状況 

当社は、社員の遵守すべき準則、憲章として「行動基準」を制定し、関係法規の遵守を徹底、

加えて環境保全、社会貢献等にも積極的に取り組む姿勢を明確にしております。 

また、内部監査体制について、本店に監査部を設置、各支店に監査人等を配置して当社及び

グループ各社の監査に当たっております。 

(5) リスク管理体制の整備の状況 

当社は、企業経営に重大な影響を及ぼす様々な危機を事前に予知・未然に防止し、万一発生

した場合は迅速かつ的確に対処することにより被害を最小限に食い止め、平常の業務体制へ早

期に復帰するため、昨年９月に危機管理委員会を設置し、海外子会社を含めた当社グループ全

体のリスク管理体制の整備に取り組んでおります。 

(6) ディスクロージャーの充実 

経営の透明性向上の見地から、決算情報開示の早期化を積極的に進めており、また前期決算

以降、貸借対照表及び損益計算書の公示を電磁的開示へ移行する等、ディスクロージャーの充

実を図っております。 

(7) 役員報酬の内容 

区分 支給人員 当期支給額 

取締役 １６名 １７６百万円 

監査役 ４名  ３８百万円 

計   ２０名 ２１５百万円 

      （注）１．当期支給額には、役員賞与及び使用人兼務取締役の使用人分の給与を含まない。 

            ２．期末現在の人員は取締役１４名、監査役４名である。 

(8) 監査報酬の内容 

支払先 報酬内容 当期支払額 

あずさ監査法人 監査契約に基づく監査証明に係る報酬 ２９百万円 

      （注）あずさ監査法人は、平成１５年１２月まで（旧）朝日監査法人。 
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経営成績及び財政状態 
 
 
１ 経営成績 

(1) 当期（１６年３月期）の概況 

 ① 全般の概況 

  当期の世界経済は、欧州景気が緩やかな回復に止まったものの、米国の回復が鮮明となったの

に加え、中国が高成長を維持、アジアも堅調に推移しました。またわが国経済は、輸出や民間設

備投資の増加に加えて、個人消費が底堅く推移したため、景気は緩やかな回復傾向を辿りました。 

  こうした経済情勢にあって、倉庫及び港湾運送等物流業界は輸出入貨物が増加したものの国内

貨物の伸び悩みと物流合理化の影響等により、またビル賃貸業界は供給増加に伴う需給の不均衡

等により、いずれも厳しい状況のうちに推移しました。 

  このような事業環境の下、当社グループは積極的な営業活動を推進するとともに、物流事業で

は情報ネットワークの強化による医薬品等の配送センター業務、航空貨物等の国際輸送業務の拡

大に努め、またビル賃貸事業では主力施設のリニューアル等を推進しテナントの確保に注力しま

した。他方、要員の活用と施設賃借費等経費の一層の削減に努めました。 

  この結果、営業収益は、物流事業で倉庫、港湾運送及び国際運送取扱の各事業における貨物取

扱量の増加等により前期比増収となったため、不動産事業で主力の不動産賃貸業務における市況

低迷の影響等により前期比減収となったものの、全体として同 10 億 9 百万円（0.7％）増の 1,515

億 1 千 7 百万円となりました。また営業原価は、物流事業で貨物取扱量の増加に伴い作業費等が

増加したものの、不動産事業で設計・施工費等が減少したため、前期比 4 千 6 百万円（0.0％）

減の 1,346 億 9 千 1 百万円となり、販売費及び一般管理費は、当社の退職給付費用等の増加によ

り、前期比 2億 9千 8百万円（5.7％）増の 55 億 5 千万円となりました。 

  このため、営業利益は、前期比 7 億 5 千 7 百万円（7.2％）増の 112 億 7 千 5 百万円となり、
経常利益は、持分法適用会社における資産の買換えに伴い持分法投資利益が増加したこともあり、

前期比 13 億 7 千 8 百万円（13.1％）増の 118 億 9 千万円となり、また当期純利益は、株式相場

の回復により株式評価損が前期比減少したものの、埼玉・戸田の賃貸用商業施設の建替え等に伴

い多額の固定資産処分損を計上したこともあり、同 5億 5 千 1 百万円（9.9％）増の 60 億 9 千 9

百万円となりました。 

 
 ② セグメント別の概況 

    イ 物流事業 

   倉庫事業は、埼玉・新座、大阪・桜島及び佐賀・鳥栖の新倉庫の寄与等により、季節商品

を中心に荷動きが増加し、期後半から保管残高も増加したため、港湾運送事業は、コンテナ

貨物を中心に取扱量が増加したため、国際運送取扱事業は、取扱量は減少したものの収入単

価の高い北米向け貨物や航空貨物等が相対的に多かったため、いずれも増収となりました。

また陸上運送事業は、取扱量の減少により減収となりました。 

   この結果、物流事業全体の営業収益は、前期比 36 億 7 千 9 百万円（3.2％）増の 1,171 億

6 千万円となり、営業原価では、貨物取扱量の増加に伴い作業費が増加したほか、新倉庫の

稼働に伴い減価償却費も増加したものの、人件費、施設賃借費等が減少したこともあり、営

業利益は、前期比 8億 1千 2百万円（100.1％）増の 16 億 2 千 3 百万円となりました。 
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    ロ 不動産事業 
   主力の不動産賃貸業務は需給の不均衡による市況低迷の影響等により、設計・施工業務は

受注の減少により、いずれも減収となり、またマンション販売業務は前期並みの収入となり
ました。 

   この結果、不動産事業全体の営業収益は、前期比 26 億 6 千 9 百万円（7.0％）減の 353 億
9 千万円となりましたが、営業原価で、設計・施工費のほか、マンション販売原価、減価償
却費等が減少したこともあり、営業利益は、前期比 1億 9千万円（1.5％）増の 131 億 8 百万
円となりました。 

 
 ③ 当社の当期利益配分について 
  当社の当期利益配分については、期末配当金は当初の予定どおり１株につき 4円とし、中間配
当金を加えた年間配当金は前期と同額の１株につき 8円とさせていただく予定であります。 

 
(2) 次期（１７年３月期）の見通し 
 ① 全般の見通し 
  今後の世界経済は、米国及び中国の成長が続き、欧州及びアジアも総じて拡大基調を維持する
と予想されているものの、イラク情勢等先行き不透明な要因もあります。わが国経済は、輸出や
民間設備投資の増加が期待されていますが、円高進行の懸念等もあり本格的回復にはなお時間を
要するものと思われます。 

  こうした経済情勢にあって、物流業界は輸出入貨物量の増加が予想されるものの国内貨物量の
伸び悩みにより、またビル賃貸業界は供給増加に伴う需給の不均衡により、厳しい状況が続くも
のと予想されます。 

  当社グループは、このような事業環境において、物流事業では、医薬品や食品等の配送センタ
ー業務の拡充、航空貨物の取扱増加による国際輸送業務の拡大等に努め、不動産事業では、賃貸
施設の計画的なリニューアル等を推進し、テナントの維持・新規獲得に努めるほか、要員配置や
事務・作業の効率化等により生産性の一層の向上を図り、収益及び利益の確保に総力を結集いた
します。 

  次期の営業収益は、物流事業で倉庫及び陸上運送の両事業における医薬品配送センター業務等
の取扱増加や国際運送取扱事業における航空貨物の取扱増加等により増収が予想されるため、不
動産事業で主力の不動産賃貸業務における市況低迷の影響やマンション販売物件の減少等によ
り減収となるものの、全体で当期を約 14 億円上回る 1,530 億円（中間期 755 億円）程度と推定
しております。 

  また営業原価は、物流事業の取扱量増加に伴い作業費が増加するため、不動産事業のマンショ
ン販売原価のほか、人件費、施設賃借費、減価償却費等の減少が見込まれるものの、全体で当期
を約 18 億円上回る 1,365 億円（中間期 673 億円）程度となり、販売費及び一般管理費は、当社
の退職給付費用等の減少により、当期を約 3億円下回る 52 億円（中間期 26 億円）程度と推定さ
れます。 

  この結果、営業利益は、当期並みの 113 億円（中間期 56 億円）程度となり、経常利益は、当
期を約 1億円上回る 120 億円（中間期 58 億円）程度と推定されます。 

  しかしながら、当期純利益は、『「固定資産の減損会計の早期適用」及び「賃貸用商業施設の
減価償却方法等の変更」に関するお知らせ』のとおり、財務の一層の健全化を図るため、第１四
半期において「固定資産の減損会計の早期適用」に伴う減損損失約 107 億円及び「賃貸用商業施
設の減価償却方法等の変更」に伴う臨時償却額約 34 億円を特別損失へ計上により、当期を約 81
億円下回る 21 億円（中間期 57 億円）程度の赤字と予想しております。 
 

 ② 当社の次期利益配分について 
        上記のとおり、次期の業績は、財務の一層の健全化を図るため多額の特別損失の計上により当
期純利益は赤字が予想されますが、安定的配当実施の見地から、年間配当金は、当期と同額の１
株につき８円（中間・期末とも４円）とさせていただく予定であります。    
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２ 財政状態 

(1) 当期（１６年３月期）の概況 

 ① 全般の概況 

  当期末の総資産は、主として株式相場回復に伴う「その他有価証券」の時価上昇により「投資

有価証券」が増加したため、前期末比 274 億 6 千 7 百万円増の 3,282 億 3 百万円となりました。

また当期末の株主資本は、「その他有価証券評価差額金」の増加に加え、当期純利益による「利

益剰余金」の増加もあり、前期末比 222 億 4 千万円増の 1,571 億 8 千 9 百万円となりました。 

 

 ② キャッシュ・フローの状況 

  当期の連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローの増加、投資活動によ

るキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローの減少、これに現金及び現金同等

物に係る換算差額（9 百万円の減少）を加えた全体で 40 億 4 千 2 百万円の減少となり、現金及

び現金同等物の期末残高は 342 億 2 千 8 百万円となりました。 

  なお、当期の連結キャッシュ・フローは、前期（151 億円の減少）に比べ、主として財務活動

によるキャッシュ・フローの減少額が少なかったため、110 億 5 千 7 百万円上回りました。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益及び減価償却による

資金の留保等により、98 億 5 千 1 百万円の増加となりました。 

   なお、当期のキャッシュ・フローは、前期（142 億 1 千 8 百万円の増加）に比べ、売上債権

の増加額や法人税等の支払額が多かったほか、マンション販売用地の取得により販売用不動産

が増加に転じたこともあり、43 億 6 千 7 百万円下回りました。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期の投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得及び投資有価証券の取得によ

る支出等により、118 億 8 千 4 百万円の減少となりました。 

   なお、当期のキャッシュ・フローは、前期（166 億 2 千 2 百万円の減少）に比べ、主として

固定資産の取得による支出が少なかったため、47 億 3 千 8 百万円上回りました。 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期の財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払及び借入金の返済により、20 億

円の減少となりました。 

   なお、当期のキャッシュ・フローは、前期（126 億 5 千 7 百万円の減少）に比べ、社債の償

還がなかったため、106 億 5 千 6 百万円上回りました。 

 

(2) 次期（１７年３月期）の見通し 

 次期のキャッシュ・フローについては、賃貸用商業施設の建替えに伴い固定資産の取得による

支出が増加し、また１６年１１月に第６回無担保普通社債 50 億円の償還期限が到来しますが、

これらを自己資金で賄う予定であるため、投資活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によ

るキャッシュ･フローの減少が営業活動によるキャッシュ・フローの増加を上回り、現金及び現

金同等物の期末残高は当期末を下回ると予想しております。 
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(3) キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期 

株 主 資 本 比 率            (％)      41.5      42.7      44.9      47.9 

時価ベースの株主資本比率(％)      48.9      49.5      38.9      56.9 

債 務 償 還 年 数            (年)       4.2       4.5       3.8       5.4 

インタレスト・カバレッジ・レシオ      11.9      11.6      11.8      10.3 

(注) 株主資本比率：株主資本／総資産 

   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

 ※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 ※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しておりま

す。 

 ※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支

払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フ

ロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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連 結 財 務 諸 表 等 

 

１  連結貸借対照表 
当        期 

(平成 16 年 3 月 31 日現在） 
前        期 

(平成 15 年 3 月 31 日現在） 
 

前期比増減額 
 
科        目 

金      額 構 成 比 金      額 構 成 比 （△印減） 

  （資  産  の  部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び営業未収金 

有 価 証 券 

販 売 用 不 動 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 及 び 運 搬 具 

器 具 及 び 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 

百万円 

〔  64,185 〕 

    36,318 

    22,966 

       216 

       853 

     1,625 

     2,455 

  △   251 

〔 264,018 〕 

 ( 155,730 ) 

   100,686 

     4,495 

     1,575 

    48,847 

       124 

 (   8,779 ) 

     6,747  

     2,031 

 (  99,508 ) 

    88,912 

     1,142 

     1,225 

     8,892 

  △   240 

  △   422 

％ 

  19.6 

 

 

 

 

 

 

 

  80.4 

( 47.4 ) 

 

 

 

 

 

(  2.7 ) 

 

 

( 30.3 ) 

 

 

 

 

 

  

百万円 

〔  64,139 〕 

    34,596 

    20,342 

     5,260 

        44 

     1,770 

     2,408 

  △   284 

〔 236,596 〕 

 ( 159,750 ) 

   103,128 

     4,513 

     1,427 

    48,826 

     1,853 

 (   8,844 ) 

     6,747  

     2,097 

 (  68,002 ) 

    57,294 

     1,048 

     1,315 

     9,087 

  △   279 

  △   464 

％ 

  21.3 

 

 

 

 

 

 

 

  78.7 

( 53.1 ) 

 

 

 

 

 

(  3.0 ) 

 

 

( 22.6 ) 

 

 

 

 

 

  

百万円 

〔      45 〕 

     1,721 

     2,623 

  △ 5,043 

       809 

  △   145 

        47 

        33 

〔  27,421 〕 

 (△ 4,019 ) 

  △ 2,441 

  △    17 

       147 

        21 

  △ 1,728 

 (△    65 ) 

         - 

  △    65 

 (  31,506 ) 

    31,617 

        94 

  △    90 

  △   195 

        38 

        41 

資 産 合 計    328,203  100.0    300,736  100.0     27,467 

 (百万円未満切捨) 
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当        期 

(平成 16 年 3 月 31 日現在） 
前        期 

(平成 15 年 3 月 31 日現在） 
 

前期比増減額 
 
  科                目 

  金      額 構 成 比   金      額 構 成 比 （△印減） 
  （負 債 の 部） 
流 動 負 債 
支払手形及び営業未払金 
短 期 借 入 金 
１ 年 内 償 還 社 債 
法 人 税 等 未 払 金 
そ の 他 

固 定 負 債 
社 債 
転 換 社 債 
長 期 借 入 金 
長 期 預 り 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 

百万円 
〔  43,156 〕 
    17,812 
     9,943 
     5,000 
     2,225 
     8,176 
〔 127,350 〕 
    15,000 
    20,000 
     3,249 
    52,793 
    22,726 
    12,754 
       826 

％ 
   13.1 
 
 
 
 
 
   38.8 
 
 
 
 
 
 
 

百万円 
〔  38,673 〕 
    16,702 
     9,934 
         - 
     2,780 
     9,256 
〔 126,641 〕 
    20,000 
    20,000 
     4,109 
    57,416 
    11,235 
    12,967 
       912 

％ 
   12.9 
 
 
 
 
 
   42.1 
 
 
 
 
 
 
 

百万円 
〔   4,483 〕 
     1,110 
         9 
     5,000 
  △   555 
  △ 1,080 
〔     708 〕 
  △ 5,000 
         - 
  △   860 
  △ 4,623 
    11,491 
  △   213 
  △    85 

負 債 合 計    170,507    51.9    165,314    55.0      5,192 

（少数株主持分）      
少 数 株 主 持 分        507     0.2        473     0.1         34 
（資 本 の 部      ） 
資 本 金            
資 本 剰 余 金            
利 益 剰 余 金            
その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定            
自 己 株 式            

  
    15,495 
    12,492 
   103,054 
    27,549 
  △ 1,143 
  △   259 

 
    4.7 
    3.8 
   31.4 
    8.4 
△  0.3 
△  0.1 

  
    15,495 
    12,491 
    98,346 
     9,859 
  △ 1,010 
  △   234 

 
    5.1 
    4.2 
   32.7 
    3.3 
△  0.3 
△  0.1 

 
         - 
         0 
     4,708 
    17,690 
  △   133 
  △    25 

資 本 合 計    157,189    47.9    134,948    44.9     22,240 

負債、少数株主持分及び資本合計    328,203   100.0    300,736   100.0     27,467 

 (百万円未満切捨) 
(注） 
                                            （当      期）           （前      期） 
      １ 有形固定資産減価償却累計額          172,060 百万円           168,187 百万円 
      ２ 受取手形裏書譲渡高                      115 百万円               155 百万円 
      ３ 保 証 債 務                    3,850 百万円             4,913 百万円 
      ４ 自 己 株 式 の 数                  522,435 株               494,471 株 
      ５ 非連結子会社及び関連会社に対する投資      
          投 資 有 価 証 券(株  式)             4,211 百万円             3,658 百万円 
          投資その他の資産                     1,086 百万円               745 百万円 
             「その他」(出資金) 
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２ 連結損益計算書 
 当        期 前        期  

     平成 15 年 4月 1 日から 

     平成 16 年 3月 31 日まで 
     平成 14 年 4月 1 日から 

     平成 15 年 3月 31 日まで 
科      目 

金    額 百分比 金    額 百分比 

 

前期比増減額 

（△印減） 

 
営    業    収    益 
  倉 庫 保 管 料 
  倉 庫 荷 役 料 
  陸 上 運 送 料 
  沿 岸 荷 役 料 
  船 内 荷 役 料 
  国 際 運 送 取 扱 料 
  不 動 産 賃 貸 料 
そ の 他 

 
営 業 原 価 
  作 業 費 
  人 件 費 
  施 設 賃 借 費 
  減 価 償 却 費 
  そ の 他 

百万円 
 (  151,517 ) 
     14,669 
      9,426 
     23,372 
     13,827 
      6,366 
     40,078 
     30,386 
     13,389 
 
 (  134,691 ) 
     53,344 
     19,607 
      6,469 
     10,491 
     44,777 

％ 
  100.0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   88.9 
 
 
 
 
 

百万円 
 (  150,508 ) 
     14,625 
      9,058 
     23,664 
     13,578 
      6,036 
     37,022 
     31,457 
     15,065 
 
 (  134,737 ) 
     49,736 
     20,310 
      6,866 
     10,416 
     47,407 

％ 
  100.0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   89.5 
 
 
 
 
 

百万円 
 (    1,009 ) 
         44 
        368 
  △    291 
        249 
        329 
      3,056 
  △  1,071 
  △  1,676 
 
 (△     46 ) 
      3,608 
  △    702 
  △    396 
         74 
  △  2,630 

営 業 総 利 益      16,826    11.1      15,770    10.5       1,055 
販売費及び一般管理費       5,550     3.7       5,251     3.5         298 
営 業 利 益      11,275     7.4      10,518     7.0         757 
営 業 外 収 益 
  受 取 利 息 及 び 配 当 金 
  持分法による投資利益 
  そ の 他 
営 業 外 費 用 
支 払 利 息             
  そ の 他 

 (    1,666 ) 
        786 
        593 
        287 
 (    1,052 ) 
        955 
         96 

    1.1 
 
 
 
    0.7 
 
 

 (    1,347 ) 
        845 
         37 
        464 
 (    1,354 ) 
      1,206 
        147 

    0.9 
 
 
 
    0.9 
 
 

 (      319 ) 
  △     59 
        556 
  △    177 
 (△    301 ) 
  △    250 
  △     50 

経 常 利 益      11,890     7.8      10,512     7.0       1,378 
特 別 利 益 
  固 定 資 産 処 分 益 
  投 資 有 価 証 券 売 却 益 
  施 設 解 約 補 償 金 
特    別    損    失   
  固 定 資 産 処 分 損 
 投 資 有 価 証 券 評 価 損 
 投 資 損 失 引 当 損             

 (    1,300 ) 
          - 
        513 
        786 
 (    3,016 ) 
      2,902 
         11 
        102 

    0.9 
 
 
 
    2.0 
 

 (      222 ) 
        222 
          - 
          - 
 (    1,553 ) 
        696 
        763 
         92 

    0.1 
 
 
 
    1.0 
 

 (    1,078 ) 
  △    222 
        513 
        786 
 (    1,463 ) 
      2,205 
  △    752 
          9 

税金等調整前当期純利益                   10,174     6.7       9,181     6.1         992 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額              
少 数 株 主 利 益              

      4,468 
   △   417 
         23 

    3.0 
 △ 0.3 
    0.0 

      4,497 
   △   884 
         21 

    3.0 
 △ 0.6 
    0.0 

  △     28 
        466 
          2 

当   期   純   利   益       6,099     4.0       5,547     3.7         551 

(百万円未満切捨) 
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３ 連結剰余金計算書 

当 期 
平成１５年４月 １ 日から 
平成１６年３月３１日まで 

前 期 
平成１４年４月 １ 日から 
平成１５年３月３１日まで 

 

科       目 
 金                   額 金                    額 

     百万円 
 
 
 
 

百万円 
 
      12,491 
 
 

     百万円 
 
 
 
 

百万円 
 
 
      12,491 
 

 
 
 
 

 
 
           0 
 

 
 
 
 

 
 
           - 
 

 
 

 
      12,492 
 

 
 

 
      12,491 

 
 
 
 
 

 
 
      98,346 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
      94,190 
 

 
 
 

 
 
       6,099 
 

 
 
 
 

 
 
       5,547 
 

 
 
     1,345 
        45 
  (      7 ) 
 

 
 
 
 
       1,390 
 

 
 
     1,347 
        45 
  (      7 ) 
 

 
 
 
 
       1,392 
 

 
（資本剰余金の部） 
Ⅰ  資本剰余金期首残高 
  資本準備金期首残高 
 
 
Ⅱ  資本剰余金増加高 
  自己株式処分差益 
 
 
Ⅲ  資本剰余金期末残高 
 
 
（利益剰余金の部） 
Ⅰ  利益剰余金期首残高 
  連結剰余金期首残高 
 

 
Ⅱ  利益剰余金増加高 
  当 期 純 利 益 
 
 
Ⅲ  利益剰余金減少高 
(1) 配 当 金 
(2) 役員賞与 
   （うち監査役分） 
 

 
Ⅳ 利益剰余金期末残高 
 

 
 
 

 
     103,054 
 

 
 
 

 
      98,346 
 

（百万円未満切捨） 
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 ４ 連結キャッシュ・フロー計算書 
 

科     目 
当        期 
平成 15 年 4月 1 日から 

平成 16 年 3月 31 日まで 

前        期 
平成 14 年 4月 1 日から 

平成 15 年 3月 31 日まで 
 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
   税金等調整前当期純利益 
   減 価 償 却 費            
   貸倒引当金の減少額            
   退職給付引当金の減少額 
   役員退職慰労引当金の減少額 
   投資損失引当金の増減額 
   受取利息及び受取配当金 
   支 払 利 息            
   持分法による投資利益            
   固 定 資 産 処 分 益            
   固 定 資 産 処 分 損            
   投資有価証券売却益 
   投資有価証券評価損            
   売 上 債 権 の 増 加 額 
   販売用不動産の増減額            
   仕 入 債 務 の 増 加 額 
   預 り 金 の 増 減 額            
   そ の 他            

百万円 
 
          10,174 
          10,608 
        △    70 
        △   213 
        △    85 
        △    41 
        △   786 
             955 
        △   593 
               - 
           2,462 
        △   513 
              11 
        △ 2,764 
        △   809 
           1,176 
             573 
        △ 5,119 

百万円 
 
           9,181 
          10,542 
        △    35 
        △   518 
        △    83 
             137 
        △   845 
           1,206 
        △    37 
        △   222 
             388 
               - 
             763 
        △   405 
             901 
             261 
        △   219 
        △ 2,495 

      小   計 
   利息及び配当金の受取額 
   利 息 の 支 払 額            
   法 人 税 等 の 支 払 額            

          14,964 
             850 
        △   955 
        △ 5,008  

          18,519 
             907 
        △ 1,207 
        △ 4,000  

 営業活動によるキャッシュ・フロー            9,851           14,218 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
   定期預金の預入による支出               
   定期預金の払戻による収入               
   固定資産の取得による支出               
   固定資産の売却による収入               
   投資有価証券の取得による支出 
   投資有価証券の売却による収入 
   貸 付 に よ る 支 出               
   貸 付 金 の 回 収 に よ る 収入               
   そ の 他               

 
        △ 1,563 
             843 
        △ 9,918 
              23 
        △ 1,935 
           1,196 
        △   484 
             292 
        △   338 

 
        △ 5,344 
           5,560 
        △15,418 
             814 
        △ 2,300 
              28 
        △   188 
             359 
        △   133 

 投資活動によるキャッシュ・フロー         △11,884         △16,622 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
   短 期 借 入 に よ る 収 入              
   短期借入金の返済による支出 
   長 期 借 入 に よ る 収 入              
   長期借入金の返済による支出 
   社 債 の 償 還 に よ る 支 出              
   自 己 株 式 の 純 増 加 額 
   配 当 金 の 支 払 額              

 
           4,907 
        △ 4,961 
             200 
        △   772 
               - 
        △    24 
        △ 1,349 

 
           3,650 
        △ 4,514 
             350 
        △   779 
        △ 9,905 
        △   109 
        △ 1,349 

 財務活動によるキャッシュ・フロー         △ 2,000         △12,657 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額         △     9         △    38 
Ⅴ 現金及び現金同等物のの減少額 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 

        △ 4,042 
          38,270 

        △15,100 
          53,371 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高           34,228           38,270 
      （百万円未満切捨） 

 
 

－１４－ 



 

（注）現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照表上の現金及び預金勘定期末残高との関係 

                                                             当   期      前   期 

現金及び預金勘定                       36,318 百万円      34,596 百万円 

預入期間が６ヵ月を超える定期預金             △ 2,306 百万円    △ 1,586 百万円 

容易に換金可能で、価値変動リスクの僅少な公社債投資信託       216 百万円       5,260 百万円 

現金及び現金同等物の期末残高                 34,228 百万円      38,270 百万円 
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５  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  (1) 連結の範囲に関する事項 

子会社４３社のうち重要な子会社１９社を連結の範囲に含めております。  
また、非連結子会社２４社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ
しておりません。 
なお、連結子会社及び非連結子会社の名称は、２頁「企業集団の状況」に記載しております。 
 

  (2) 持分法の適用に関する事項 
非連結子会社のうち９社、関連会社１６社のうち３社について、持分法を適用しております。 
また、持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外し
ております。 
なお、持分法適用の非連結子会社及び関連会社並びに持分法を適用していない非連結子会社及び関
連会社の名称は、２頁「企業集団の状況」に記載しております。 

 
  (3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、米国三菱倉庫会社及び加州三菱倉庫会社の２社を除き連結決算日
と同じであります。 
米国三菱倉庫会社及び加州三菱倉庫会社の決算日は１２月３１日でありますが、連結財務諸表の作
成にあたっては１２月３１日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ
いて連結上必要な調整を行っております。 

 
  (4) 会計処理基準に関する事項 
    ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 
  その他有価証券 
 (ｲ) 時価のあるもの 
       決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）によっております。 
 (ﾛ) 時価のないもの 
       移動平均法による原価法によっております。 
ロ たな卸資産（販売用不動産） 
  個別法に基づく原価法によっております。 
 

    ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
イ 有形固定資産 

「法人税法に規定する耐用年数」による定率法によっております。なお、取壊しが予定される
建物等一部資産については会社が特に定めた耐用年数によっております。 

ロ 無形固定資産 
定額法によっております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法により償却しております。 
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    ③ 重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

売掛金、貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

ロ 投資損失引当金 

時価のない株式・出資の実質価額低下による損失に備えるため、発行会社の純資産額が簿価を

下回るものについて回復の可能性を考慮した引当額を計上しております。 

ハ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、会社所定の基準による当期末要支給額を計上しております。 

 

    ④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、連結会社の決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

 

    ⑤ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

    ⑥ 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっており、振当処理の要件を満たしている為替予約については

振当処理によっております。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ取引 社       債 

為 替 予 約 取 引 外貨建金銭債権債務 

ハ ヘッジ方針 

会社のリスク管理方針に基づき、金利変動リスク及び為替変動リスクのヘッジを行っておりま

す。 

 

    ⑦ その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

  (5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 
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  (6) 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。 

 

  (7) 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分又は損失

処理に基づいて作成しております。 

 

  (8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金のほか、取得日より６ヵ月以内に満期日が到来する定期性預金及び取得日から６ヵ月以

内に償還期限の到来する容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない公社債投資信託等からなっております。 
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６ セグメント情報 
 

(1) 事業の種類別セグメント情報 
当期（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで） 
 倉 庫 ・ 港 湾 

運 送 等 の 
物 流 事 業 

 
不動産事業 
 

 
計 

 

 
消去又は全社 
 

 
連 結 
 

百万円 
 
   117,042 

百万円 
 
   34,475 

百万円 
 
  151,517 

百万円 
 
        - 

百万円 
 
 151,517 

Ⅰ 営業収益及び営業損益 
  営 業 収 益           
  (1) 外部顧客に対する営業収益 
  (2) セグメント間の営業収益             
     又 は 振 替 高             

 
       117 

 
      915 

 
    1,033 

 
 (  1,033 ) 

 
       - 

計    117,160    35,390   152,550  (  1,033 )  151,517 

  営 業 費 用              115,536    22,282   137,818     2,423  140,242 

  営 業 利 益                1,623    13,108    14,731  (  3,456 )   11,275 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出 
  資        産 

 
   124,603 

 
   86,124 

 
  210,727 

 
  117,476 

 
 328,203 

  減 価 償 却 費                5,793     4,736    10,529        78   10,608 

  資 本 的 支 出                5,302     3,788     9,091        27    9,118 

（百万円未満切捨） 
 
前期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） 
 倉 庫 ・ 港 湾 

運 送 等 の 
物 流 事 業 

 
不動産事業 
 

 
計 

 

 
消去又は全社 
 

 
連 結 
 

百万円 
 
   113,366 

百万円 
 
   37,142 

百万円 
 
  150,508 

百万円 
 
        - 

百万円 
 
 150,508 

Ⅰ 営業収益及び営業損益 
  営 業 収 益           
  (1) 外部顧客に対する営業収益 
  (2) セグメント間の営業収益             
     又 は 振 替 高             

 
       114 

 
      917 

 
    1,032 

 
 (  1,032 ) 

 
       - 

計    113,480    38,059   151,540  (  1,032 )  150,508 

  営 業 費 用              112,669    25,141   137,810     2,178  139,989 

  営 業 利 益                  811    12,918    13,729  (  3,210 )   10,518 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出 
  資        産 

 
   121,170 

 
   89,230 

 
  210,400 

 
   90,335 

 
 300,736 

  減 価 償 却 費                5,436     5,017    10,453        89   10,542 

  資 本 的 支 出                9,298     6,623    15,922        67   15,989 

（百万円未満切捨） 
 
(注)１ 事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質及び役務の提供方法並びに提供役務市場等の

類似性を勘案して区分した。 
  ２ 各事業の主な内容 
   (1) 倉庫・港湾運送等の 
      物 流 事 業         ……倉庫・陸上運送・港湾運送・国際運送取扱の各事業 
   (2) 不 動 産 事 業         ……不動産賃貸・不動産販売等の事業 
  ３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は連結財務諸表提出会社の一般管理費であ

り、その金額は、当期 3,456 百万円、前期 3,210 百万円である。 
  ４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当期 117,476 百万円、前期 90,335 百万円であ

り、その主なものは、連結財務諸表提出会社の運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有
価証券）及び管理部門に係る資産等である。 
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 (2) 所在地別セグメント情報 

当期（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）及び前期（平成１４年４月１日から平成１５年３月

３１日まで） 

全セグメントの営業収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％

を超えているため、その記載を省略しております。 

 

 (3) 海外営業収益 

当期（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）及び前期（平成１４年４月１日から平成１５年３月

３１日まで） 

海外営業収益が連結営業収益の１０％未満のため、その記載を省略しております。 
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７  リース取引に関する注記事項 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
             （当  期）                        （前  期） 
  (1) 借手側 

    ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

                          (単位:百万円)                     (単位:百万円) 
  

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

 
期末残高 
相 当 額 

  
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

 
期末残高 
相 当 額 

機械及び運搬具     508     303    205 機械及び運搬具     618     301    317 

器具及び備品   1,278     777    500  器具及び備品   1,474     849    624  
無形固定資産        
そ の 他             12       9      2 

 

無形固定資産        
そ の 他             12       7      5 

合   計   1,799   1,091    708  合   計   2,104   1,158    946 
(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定してお
ります。 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定してお
ります。 

 

    ② 未経過リース料期末残高相当額 

    １ 年 内      ２９５百万円           ３８６百万円 

    １ 年 超      ４１２百万円           ５６０百万円  

      合 計        ７０８百万円           ９４６百万円 
(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ
ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ
ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。 

 

    ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

    支 払 リ ー ス 料     ４０６百万円         ４５１百万円 

    減価償却費相当額     ４０６百万円         ４５１百万円 

 

    ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

  (2) 貸手側 

    ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

                          (単位:百万円)                     (単位:百万円) 
 

取得価額 
減価償却 
累 計 額 期末残高 

 
取得価額 

減価償却 
累 計 額 期末残高 

機械及び運搬具     1     0     0 機械及び運搬具     1     0     0 

器具及び備品    27    18     9 

 

器具及び備品    24    15     9 

そ の 他            1     0     0  そ の 他            1     0     1 

合   計     30     19     10  合   計     27     16     11 
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    ② 未経過リース料期末残高相当額    

    １ 年 内         ６百万円             ６百万円 

    １ 年 超         ８百万円            １０百万円  

      合 計          １５百万円            １６百万円 
(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高及び見積残存価額の合計額が営
業債権の期末残高等に占める割合が低いた
め、受取利子込み法により算定しております。 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高及び見積残存価額の合計額が営
業債権の期末残高等に占める割合が低いた
め、受取利子込み法により算定しております。 

  

 

    ③ 受取リース料及び減価償却費 

    受取リース料         ６百万円             ５百万円 

    減価償却費         ４百万円             ５百万円 
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８ 関連当事者との取引 

 
 当期 (平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで) 
 子会社等 

関 係 内 容 属性 会社等の名称 住 所 資 本 金 事業の内容 議決権等の

所 有 割 合 役員の兼任等 事業上の関係 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

 
関 連 
会 社 

 
㈱ タ ク ト 

 
大 阪 市 
北 区 

百万円 
   100 

 
不動産管理 

 
直接 20％ 

 
兼任 2人 

 
商業用施設の
賃貸 

 
商業用施設の
賃 貸 保 証 金 

百万円 
   - 

 
長期預り金 
 
 

百万円 
  5,460 
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９  税効果会計に関する注記事項 

 
 (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
                            当         期     前         期 
                             (平成 16 年 3月 31 日現在)      (平成 15 年 3月 31 日現在) 

  （繰延税金資産） 
未 払 事 業 税                         １８８百万円         ２５５百万円 
投資損失引当金損金不算入額                         １３７ 〃          １１１ 〃 
貸倒引当金損金算入限度超過額           １０１ 〃          １３４ 〃 
賞与引当金損金算入限度超過額           ７８０ 〃          ６８６ 〃 
退職給付引当金損金算入限度超過額       ４，４２６ 〃        ４，１５１ 〃 
役員退職慰労引当金損金不算入額          ３３１ 〃          ３６５ 〃 
減価償却超過額                       １，３５２ 〃        １，２１５ 〃 
そ の 他                       １，９３３ 〃        ２，０６１ 〃 
  繰延税金資産小計             ９，２５２ 〃        ８，９８１ 〃 
  評 価 性 引 当 額                   △   ３２４ 〃      △   ３４５ 〃 
  繰延税金資産合計             ８，９２８ 〃        ８，６３６ 〃 
 

  （繰延税金負債） 
その他有価証券評価差額金         △１８，９６１百万円     △ ６，７５８百万円 
圧縮記帳積立金                     △ ９，７８９ 〃      △ ９，９６６ 〃 
特別償却積立金                     △     ５ 〃      △     ７ 〃  
そ の 他                     △    ４９ 〃      △    ５３ 〃  
  繰延税金負債合計                   △２８，８０５ 〃      △１６，７８６ 〃  
  繰延税金負債の純額          △１９，８７７ 〃      △ ８，１５０ 〃  
 
 

 (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当
該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
                            当         期     前         期 
                             (平成 16 年 3月 31 日現在)      (平成 15 年 3月 31 日現在) 
 

法定実効税率                   ４２．１％          ４２．１％ 
（調 整） 
交際費等永久に損金に算入されない項目        １．５〃           １．６〃 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目    △ ２．８〃         △ ３．６〃 
住民税均等割等                          ０．５〃           ０．６〃 
持分法投資利益                        △ ２．５〃         △ ０．２〃 
税率変更による期末繰延税金資産・負債の修正額      －          △ １．６〃 
そ の 他                          １．０〃           ０．５〃 
  税効果会計適用後の法人税等の負担率      ３９．８〃          ３９．４〃 
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１０ 有価証券及びデリバティブ取引に関する注記事項 
 
 （有価証券関係） 
 (1) その他有価証券で時価のあるもの（平成１６年３月３１日現在） 
 

種      類 取 得 原 価 
連結貸借対照表 
計 上 額 差    額 

 
(1) 株 式 
(2) 債 券 
 ① 国債・地方債 
 ② 社債 
(3) その他 

百万円 
     27,843 
 
        146 
      1,900 
         53 

百万円 
    74,405 
 
       152 
     1,914 
        72 

百万円 
    46,562 
   
         5 
        14 
        19 

 

 
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 
 
 

小   計      29,943     76,544     46,601 
 
(1) 株 式 
(2) 債 券 
 ① 国債・地方債 
 ② 社債 
(3) その他 

 
        526 
 
         18 
      1,000 
          - 

 
       381 
      
        17 
       999 
         - 

 
  △   145 
 
  △     0 
  △     0 
         - 

 

 
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 
 
 

小   計       1,544      1,397   △   146 
合     計      31,488     77,942     46,454 

 

 (2) 当期中に売却したその他有価証券（自平成１５年４月１日 至平成１６年３月３１日） 
売 却 額       売却益の合計額 売却損の合計額 

百万円 
              1,196 

百万円 
               513 

百万円 
                    - 

 

 (3) 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１６年３月３１日現在） 
 連結貸借対照表計上額 
 
その他有価証券 
１．非上場株式（店頭売買を除く） 
２．その他 

百万円 
 
             6,758 
               216 

合     計              6,975 
 

 (4) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１６年３月３１日現在） 
 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
 
１．債 券 
 (1) 国債・地方債 
 (2) 社債 
 (3) その他 
２．その他 

百万円 
 
       54 
    1,699 
        - 
        - 

百万円 
 
       77 
        - 
        - 
        - 

百万円 
 
         38 
      1,213 
          - 
          - 

百万円 
 
        - 
        - 
        - 
        - 

合     計     1,754        77       1,252         - 
 

 
 （デリバティブ取引関係） 
金利スワップ取引については、繰延ヘッジ処理を適用し、為替予約取引については、振当処理を適用
しているため、時価等に関する注記の対象から除いております。 
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１１ 退職給付に関する注記事項 

 

 (1) 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度（当社並びに東京ダイヤサービス

㈱、菱倉運輸㈱、ダイヤビルテック㈱、名古屋ダイヤビルテック㈱、神菱港運㈱、門菱港運㈱等国内連結子

会社１０社）及び退職一時金制度を設けております。 

 

 (2) 退職給付債務に関する事項 

                              当         期     前         期 

                               (平成 16 年 3月 31 日現在)      (平成 15 年 3月 31 日現在) 
 

イ．退職給付債務                  △23,481 百万円              △23,553 百万円 
ロ．年 金 資 産                            9,446 〃                   8,294 〃  

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）          △14,034 〃                 △15,259 〃 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額                    - 〃                        - 〃 

ホ．未認識数理計算上の差異                1,280 〃                    2,291 〃 
へ．未認識過去勤務債務（債務の減額）             - 〃                        - 〃 
ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋へ）     △12,754 〃                 △12,967 〃 

チ．前払年金費用                                           - 〃                        - 〃  

リ．退職給付引当金（ト－チ）                       △12,754 〃                △12,967 〃 

（注）退職給付債務の算定にあたり、連結財務諸表提出会社は原則法、連結子会社は簡便法を採用しており

ます。 

 

 (3) 退職給付費用に関する事項 

                                              当        期            前        期  
                                                           平成 15 年 4月 1 日から                  平成 14 年 4月 1 日から 
                                                           平成 16 年 3月 31 日まで                  平成 15 年 3月 31 日まで 

 

イ．勤 務 費 用      （注 1.2）                    1,015 百万円                     1,078 百万円  
ロ．利 息 費 用                                      434 〃                         492 〃  

ハ．期待運用収益                            △  133 〃                     △  203 〃  

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額                - 〃                           - 〃 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額                             502 〃                         148 〃 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額                               - 〃                           - 〃  

ト．退職給付費用                              1,819 〃                       1,515 〃 

（注）1.適格退職年金に対する従業員拠出額を控除しております。 

2.連結子会社の退職給付費用（簡便法採用）は、勤務費用に含めております。 

 

 (4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法                 期間定額基準 

ロ．割 引 率                                          2.5% 

ハ．期待運用収益率                                   2.0% 

ニ．数理計算上の差異の処理年数                   翌期から５年定額で費用処理 
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